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環境省廃棄物・リサイクル対策部適正処理・不法投棄対策室 
 
 

中古又は使用済家電製品を輸出しようとする際の注意点について 
 
 

１．現行の法体系について 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号。以下「廃棄物処理法」

という。）第 10 条第１項及び第 15 条の４の７第１項の規定により、廃棄物を輸出しよ

うとする者は、その廃棄物の輸出が一定の基準に該当するものであることについて、環

境大臣の確認を受けなければなりません。この規定に違反した場合は、廃棄物処理法第

25 条第１項第 12 号及び第 25 条第２項により、違法な輸出が未遂であっても罰せられ

ます。 

 

２．「使用済家電製品の廃棄物該当性の判断について（通知）」との関係 

環境省では「使用済家電製品の廃棄物該当性の判断について（通知）」（平成 24 年３

月 19 日付け環廃企発第 120319001 号・環廃対発第 120319001 号・環廃産発第 120319001

号環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部企画課長・廃棄物対策課長・産業廃棄物課

長通知）により、廃棄物該当性の判断指針を明確化したところです。これにより、中古

又は使用済家電製品を輸出しようとする際における、廃棄物該当性の判断においても、



本通知の考え方が適用されます。このため、中古利用に適さない使用済特定家庭用機器

（スクラップにしたものを含み、廃棄物処理法の処理基準に則り再商品化された後のも

のは含まない。以下同じ。）を輸出する場合は、環境大臣の確認を必ず受けなければな

りません。また、輸出時の廃棄物該当性を判断する環境省としては、使用済特定家庭用

機器以外の使用済家電製品についても同様に、有償性如何に関わらず廃棄物であること

の疑いがあると判断できる場合には、その物の性状、排出の状況、通常の取扱い形態、

取引価値の有無及び占有者の意思等を総合的に勘案し、廃棄物該当性を積極的に判断し

ていくこととしています。 

なお、環境省では、輸出しようとする中古又は使用済家電製品が廃棄物に該当するか

否かについて、事前相談を受け付けています。輸出入に用いる港の所在地を所管する各

地方環境事務所にご相談ください。 
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